
 

（様式１号） 

令和  年  月  日 

 

 

敦賀市長       様 

 

             （申込者） 

 

 

事前相談申込書 

 

記 

【提案予定の対象財産名】 

 

 

 

【検討中の提案内容（要旨）】 

 

 

 

 

 

住所又は所在地 

（〒   －    ） 

 

 

 

商号又は名称 
 

 

代表者の職・氏名 
 

                 

担当者 

部 署  

氏 名  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

E-mail  



 

【質問事項】 

 

 

【現地調査の希望】 （ 有 ・ 無 ） 

（希望日時について、複数希望可） 



 

（様式２号） 

令和  年  月  日 

 

 

敦賀市長        様 

 

         （提案者） 

住所又は所在地 
（〒   －    ） 

 

商号又は名称  

代表者の職・氏名 
 

○印                  

 

 

提 案 書 

１ 提案内容 

対象公有財産・ 

利用形態 

（買受又は借受） 

公有財産名 

 

 

利用形態 （ 買受  ・  借受 ） 

事業内容・ 

事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式２号 続き） 

２ 提案理由 

 

 

 

 

３ 地域活性・地域貢献 

（地域活性及び貢献、地域内・外の雇用者数、周辺環境への配慮、避難所機能等の確

保などについて）                                                                                                                             



 

（様式２号 続き） 

４－１ 事業の実現性（事業計画）  

事業期間・ 

スケジュール 

事業期間：   年 

 

スケジュール 

希望買受価格 

又は借受価格 

  ☐賃貸  ☐購入 

 土地建物合計                円 

改修整備予定が

あればその内容 

 

 

４-２ 事業の実現性（提案事業に係る収支計画） 

概算事業費 

 

 

 

総額：      千円（単年度の支払額    千円） 

・うち改修費：           千円 

・うち維持管理・運営費等：     千円（     千円） 

 

収入見込み （千円） 

項 目 総 額 単年度 

売上等   

補助金等   

   

   

その他（    ）   

合 計   
 

収益の取り扱い  

その他補足事項 （資金の調達方法等について） 

 



 

（様式２号 続き） 

５ 事業の実施体制 

（組織体制（人員体制・責任体制・防犯・防災体制）、個人情報保護及び情報公開対

応の考え方、各種法適合等について） 

 

 

 



 

（様式２号 続き） 

６ 事業の公共性  

（公共性や公益性、市民サービスの向上、各種政策、施策との整合性について） 

 

７ 独自性 

（独自の発想やノウハウ、技術、行政だけでは生み出せない付加価値について） 

 

※募集要項に基づき選定基準の項目等を踏まえ、それぞれの内容についてご記入くださ

い。（図表を除き、使用する文字の大きさは10.5ポイント以上、横書きとしてください。

複数枚になっても差し支えありません。） 



 

（様式３号） 

令和  年  月  日 

（あて先） 

敦賀市長         様 

 

         （提案者） 

住所又は所在地 
（〒   －    ） 

 

商号又は名称  

代表者の職・氏名 
 

○印                  

 

提案に係る誓約書 

 

「令和６年度敦賀市公有財産有効活用民間提案制度」の提案にあたり、募集要

項を遵守するとともに、下記のいずれにも該当していないことを誓約します。 

記 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、一般競争入札の参加

を制限されている者 

（２）敦賀市建設工事等請負業者の指名停止等に関する要領（昭和６２年６月１日施行）に基づき指名停

止を受けている者 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続中の者及び会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）による更生手続中の者 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「不当行為防止等

に関する法律」という。）第２条第２号に規定する暴力団又はそれらの利益となる活動を行う者若し

くは不当行為防止等に関する法律第２条第６号に規定するものが役員就任や経営関与等を行ってい

る法人等 

（５）法令等に違反している者 

（６）国税及び地方税又は市の使用料等を滞納している者 

（７）宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 



 

（様式４号） 

令和  年  月  日 

 

提案団体調書 

  

商号又は名称 

１ 企業  ２ ＮＰＯ法人  ３ 市民活動団体  ４ その他

（        ） 

 

代表者 

役職名  

氏名 
 

団体の所在地等 

〒 

電話番号  

団体の設立年月日      年  月  日 従業員・会員数        人 

資本金        千円 売上高（直近決算額）       千円 

ホームページ http：// 

団体の沿革 

※主な業務内容、

活動内容 

 

担当者 

部 署  

氏 名  

連絡先 
〒 

電話番号  

ＦＡＸ  

Ｅ-mail  



 

（様式５号） 

令和  年  月  日 

 

（あて先） 

敦賀市長       様 

 
 
 

           （提案者） 

住所又は所在地 

（〒   －    ） 

 

商号又は名称  

代表者の職・氏名 
 

○印                  

 

 

参加辞退届 

 

 

 令和  年  月  日付で申し込みました「令和６年度敦賀市公有財産有効活用民間

提案制度」への参加を辞退します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


